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等のリスク管理規程を定め、リスク管理体制の構築及び運用を行います。 

（２）各部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、リスク管理を統括する部門へ定

期的に、リスク管理の状況を報告し連携を図ります。統括する部門は、必要に応じて顧問弁

護士事務所等外部の専門家との連携を図り、経営会議において対策を協議いたします。 

 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当会社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、経営上の重要事項の意思決定並びに取締役

の職務の執行状況の監督等を行います。緊急の重要事項が発生した場合には、臨時取締役会

を適宜開催いたします。 

（２）取締役の機能をより強化し、経営効率を向上させること、及び業務執行に関する意思決定

の迅速化を図るため、常勤取締役、常勤監査役及び各部長が出席する経営会議を、毎月１回

業績集約後に開催して、重要かつ緊急性の高い経営課題について付議し、対応方針を決定い

たしております。 

 

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人 

に関する事項 

監査役が補助すべき使用人を求めた場合は、監査の職務を補助する使用人を監査室及び他

部署から人選するものといたします。当該使用人が兼務する場合は、監査役に係る業務に優

先して従事するものといたします。 

 

６．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   使用人の独立性を確保するため、任命、異動、考課等、人事権に係る事項の決定は事前に

常勤監査役に報告し、了承を得るものといたします。 

 

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及びその他監査役の監査が実効的 

に行われることを確保するための体制 

（１）各監査役は当会社が開催する取締役会に出席するとともに、常勤監査役は取締役会、経営

会議ほか重要な会議にも出席し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を監視します。 

 さらに、監査役は、必要に応じて主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧

し、取締役及び使用人に対して説明等の報告を求めることができるものとしています。 

（２）取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生する恐れがあると

きは、監査役に報告するものとしています。監査役へ報告をした取締役及び使用人に対し、

監査役へ報告したことを理由として不利な扱いを行うことを禁止いたします。 

 

８．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職 

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

  監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に

係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理いたします。 

 

以 上 


